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平成２６年度診療報酬改定の結果検証に係る特別調査（平成２７年度調査）における 

電子レセプトデータの活用について（案） 

 

平成２６年度診療報酬改定の結果検証に係る特別調査（平成２７年度調査）において、

調査票への記入等に係る調査対象者の負担を軽減し調査の回答率を保つ観点、またより

幅広い対象について状況を把握する観点から、次の内容については電子レセプト情報・

特定健診等情報データベース（ＮＤＢ）にある電子レセプト情報の分析をもって調査の

一部としてはどうか。 

 

 主な調査項目 NDBを用いて実施するもの（※） 

（１）主治医機能の評価

の新設や紹介率・逆紹介

率の低い大病院における

処方料等の適正化による

影響を含む外来医療の機

能分化・連携の実施状況

調査 

・地域包括診療料、地域包括診療加算の算

定状況及び算定医療機関における診療

状況 

・特定機能病院等における紹介率・逆紹介

率、選定療養の利用や長期処方等の状況 

・医療機関ごとの地域包括診療

料、地域包括診療加算の算定

回数等 

 

・５００床以上の病院等におけ

る３０日以上の投薬による

処方料減算回数等 

（２）在宅療養後方支援

病院の新設や機能強化型

在宅療養支援診療所等の

評価の見直しによる影

響、在宅における薬剤や

衛生材料等の供給体制の

推進等を含む在宅医療の

実施状況調査 

 

・在宅医療（主として同一建物居住者以外

の患者に係るもの）の実施状況 

・在宅医療を実施する上での各医療機関間

の連携状況 

・在宅医療を主に行う医療機関における外

来医療の実施状況 

・衛生材料等の提供状況 

・在宅患者の褥瘡の管理状況 

・在宅自己注射の実施状況 

・薬局の在宅患者訪問薬剤管理指導の実施

状況 

・保険医療機関や患者の在宅医療に関する

意識 

・医療機関ごとの在宅医療関係

の報酬項目の算定回数、外来

診療と在宅診療の比率等 

 

（３）訪問歯科診療の評

価及び実態等に関する調

査 

 

・訪問歯科診療（主として同一建物居住者

以外の患者に係るもの）の実態（診療時

間等） 

・歯科診療所と医科医療機関との連携状況 

・訪問歯科診療に関する患者の意識 

・医療機関ごとの訪問歯科診療

関係の報酬項目の算定回数、

や外来診療と在宅診療の比

率  

・地域ごとの訪問歯科診療の実

施回数・件数等 

（４）廃用症候群に対す

るリハビリテーションの

適正化、リハビリテーシ

ョンの推進等による影響

や維持期リハビリテーシ

ョンの介護保険への移行

の状況を含むリハビリテ

ーションの実施状況調査 

・各種リハビリテーション料の算定状況

（入院・入院外） 

・各種リハビリテーション料を算定してい

る保険医療機関（病院・診療所）におけ

るリハビリテーションの提供体制 

・外来のリハビリテーションの提供状況 

・リハビリテーションを提供している施設

ごとの入退院時の患者の状況 

・各種リハビリテーション料の

算定件数等 
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（５）胃瘻の造設等の実

施状況調査 

 

・胃瘻の実施状況 

・嚥下機能評価検査の実施状況 

・摂食機能療法の実施状況 

・胃瘻抜去の実施状況 

・胃瘻、嚥下機能評価検査、摂

食機能療法、胃瘻抜去の算定

件数等 

（６）明細書の無料発行

の実施状況調査 

 

・明細書の発行実態（発行枚数（公費負担

医療の対象患者への発行を含む。）、費用

徴収の有無及びその金額等） 

・明細書発行の事務・費用負担の実態（患

者からの照会件数、照会への対応体制確

保の状況、設備整備に要する費用等） 

・患者の明細書の受領状況及び明細書発行

に関する意識（患者における必要性等） 

・患者の明細書の活用状況及び明細書の内

容に関する理解度 

・明細書発行体制加算の算定件

数、算定外の再診の件数等 

（７）後発医薬品の使用

促進策の影響及び実施状

況調査 

・保険薬局で受け付けた処方せんについ

て、「一般名処方」の記載された処方せ

んの受付状況、「後発医薬品への変更不

可」欄への処方医の署名の状況 

・保険薬局における後発医薬品への変更調

剤の状況 

・医薬品の備蓄及び廃棄の状況 

・後発医薬品についての患者への説明状況 

・後発医薬品に変更することによる薬剤料

の変化 

・保険医療機関（入院・外来）における後

発医薬品の使用状況 

・後発医薬品の使用に関する医師、薬剤師

及び患者の意識 

－ 

 

※ 原則として、検証調査に回答した医療機関以外を含む全数調査とし、改定前を含む適切な時点を

選択して調査する。 


